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本稿では、 2019年ノ ー ベル経済学賞受賞者3名

の受賞業績を、 彼ら自身の他の業績に関連づけつ

つ、 開発経済学のみならず経済学全体に与えたイ

ンパクトに加え、 今後の展望を考える（なお、 よ

り詳細な情報や参考文献は「経済セミナー 編集部

ブログ」に公開したウェブ付録〔https：／／凶州．

nippyo.co.jp/blogkeisemi/2019/12/25/tksupp／〕

を参照）。 本稿のメッセー ジは、 受賞者3名の貢

献は経済学が学問的知見、 政策的改善のそれぞれ

を生み出すプロセスに技術革新をもたらしたとい

うものである。

1 開発経済学の展開と

受賞者の初期の業績

1980年代後半から、 開発経済学におけるミクロ

経済理論的基礎の研究が進んだ。 その前後にPh.

D.を取得したパナジー とクレマ ー はこの研究の

流れに貢献している。 たとえば、 Banerjee and

Newman (1993）は、 信用市場の不完全性の結果

として、 初期の資産分配の不平等が長期的な所得

格差につながるという理論モデルを提示した。 ま

た、Kremer (1993）は生産工程聞に補完性がある

ような生産関数（0-ring生産関数）を提示し、 そ

の合意を示した1) 。 たとえば、 各生産工程での改

善の効果が他の生産工程での改善の有無に依存す

るので、 協調の失敗によってどの生産工程でも改

善がなされないという結果が生じうるという合意

である。 いずれの論文も、 貧困の毘についての最

重要理論論文という評価を与えられている。

同じ頃、 労働経済学を中心に経済学の実証研究

全体で、 後述する「信頼性革命」が進行中であっ

た。 途上国でのミクロデー タの蓄積も進む中、 デ

ユフロのキャリア最初期の論文Duflo (2001）は、

インドネシアの学校建設を自然実験として用いて

教育年数が賃金に与える影響を推定したものであ

った。 彼女は他にも、 開発経済学における自然実

験アプロー チの拡大に大きく貢献している。 この

ように受賞者たちはいずれも、 受賞業績以外にも

開発経済学の重要な展開に深く関わってきたので

ある。

2 信頼性革命とRCT

信頼性革命は、「内生性Jを克服する試みといえ

る。 たとえば、 教育が将来の所得に与える影響を

推定するには、 単純に一定以上の学歴を持つ人と

そうでない人の所得水準の比較や、 教育年数と所

得の相関の分析を行えばよいと思うかもしれない。

しかし、 教育年数には所得以外の多様な決定要因

が影響している。 高学歴になった人は親が教育熱

心だったかもしれないし、 そもそもの本人の能力

が高かったのかもしれない。 そして、 所得水準の

差は、 こういった観察が困難な要因に依存する部

分が大きい可能性がある。 このような状況下で所

得水準の差だけで教育効果を推定してしまうと、

それが本当の教育の効果なのか、 親の意識や本人
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の能力の差も反映されたバイアスが生じているの

かわからなくなってしまう。 これが「内生性バイ

アス」と呼ばれるものである。 近年の経済学の実

証研究の最大の関心事のIつは、 内生性バイアス

の除去にあった。 そして、 その問題を克服するた

めの手法として、 主に開発経済学以外の分野で普

及していったのが、 偶発的な事情や政策変更によ

って引き起こされた、 分析したい要因が疑似的に

ランダム（無作為） とみなせる状況を分析する「自

然実験アプロー チ」であった。

一方、 この内生性の問題に対処するために、 今

年の受賞者3人がたどり着き、 拡大させたのが、

本当に実験してしまおうという手法だった。誰が

プログラムの受益者になるかをランダムに決定す

ることで、 参加や受益の有無に他の要因が相関し

ない状況を作り出す「RCT (Randomized Con­

trolled Trial ：ランダム化比較試験）」である。 特

に、 対象者が実際に生活や企業活動を行っている

状況の中で行われるRCTは、「フィ ー ルド実験」

と呼ばれる。 ランダム化がきちんと行われていれ

ば、 分析したい要因の影響をその文脈で推定する

うえで、 内生性への対処という点では一番信頼性

の高い実証手法である。 ただし、 施策のランダム

割り当てを行うには政府機関やNGOの同意を得

る必要があり、 また施策の効果を測るためのデー

タは自分で変数を決め調査して入手しないといけ

ないことがほとんどなので、 実施コストは大きい。

RCTはもともと経済学以外の分野で開発され

たものである。 また、 経済学分野でも彼ら以前に

もごく少数ながら実施されていた。 そんな中、

1990年代中盤から後半にかけてクレマ ー がケニア

の教育改善施策に関するRCTを開始し2） 、 そこで

明らかになった課題と展望をもとにパナジーとデ

ュフロがRCTの応用範囲を拡大する形で発展さ

せたのである3） 。

クレマ ー が1990年代にRCTを用いて行った研

究としては、 以下のようなものがある。

(1）ケニア西部地方で1995～2000年にかけて100校

の小中学校に教科書を無料で配布するRCTを

行ったところ、 成績上位層にのみ影響があり、

それ以外の層には影響がなかったことを発見

し た （そ の 後、 こ の 実 験 に基づく 研 究 が

Kremer, Glewwe and Moulin 〔2009〕として出
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版された）。

(2）同じ地方で子どもの健康面で大きな問題にな

っていた寄生虫に関して、 1997 ～2000年にか

けて、 75校の小学校に対し虫下し薬を無料で

配布するRCTを実施したところ、 配布を受け

た学校の生徒に対して出席に大きな改善効果

があったばかりか、 配布を受けた学校の近隣

の学校の生徒にも便益があり、 虫下し薬の出

席に対する費用便益効果は非常に大きかった

(Miguel and Kremer 2004）。

(1）の結果について、教育の内容が大部分の生徒

の学力実態にあっていないからではないかと考え

たパナジ ーとデユフロは、 以下のプロジェクトを

開始した4） 。

(3）インドで通常の学校教育のもとで学習に落ち

こぼれていた生徒に対する補習教育のRCTを

プラタム （Pratham） というNGOと協働して

開始した （2001～04年）。 2都市で行った補習

教育には大きな効果が認められた。

(4）さらに、 補習教育を農村地域にも拡大した

(2005～06年）。 その際に、 補助教員の供給事

情により農村地域では補助教員は有給臨時教

員からボランテイアに変えられた。 それにあ

わせて授業方法も変えられた。 新方式をRCT

で検証したところ、 学習に対する効果があっ

たものの教員の脱落率は高かったことが課題

とされた。

(5）さらに、2007年以降、補習教育は政府の政策と

して公式に取り入られることになった。 この

際、「補習教育担当者が学校の正規教員である

場合とボランテイアである場合」、 また「学期
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勤務している友人に助言を求められたのがきっかけだそ

うである。
3 ） それらの研究から得られた教訓と展望がアメリカ経済

学会報告のプ口シ ー ディングとしてKremer (2003） にま

とめられており、 現在ほぼその時点の展望を実現してい

ることに驚く。
4 ）以下はそれぞれに論文があるが、 詳細な経緯と各論文

はBaneりee et al目（2017)参照。

5 ）テ
、

ュフロとクレマ ー自身、 虫下し薬配布施策の拡大の

ためにNGOを作り施策普及に貢献した。

6 )  RCTで得られていた結果在中心に貧困とその解決策を

論じてベストセラー になった著作かーBanerjee and Duflo 

(2011） である。

7 )  RC丁、自然実験アプロー チによる「信頼性革命Jが理論

軽視でないか、 という批判については中嶋（2016）のまと

めがよい入門である。

8 ）さらに、 デュフロは理論モデルのパラメ ー タを推定す

る構造推定とRCTを組み合わせた研究も行っている

(Duflo, Hanna日「1d Rya「1 2012）。

9 ) Duflo (2017) は政策実施面の細かい部分を調整して政

策実施を円滑にするような 「配管工」のような仕事に経

済学者はもっと取り組むべきとしている。
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